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プレスリリース 
 

本資料は 5月 20日〔現地時間〕にスイス・チューリッヒで発表されたプレスリリースの翻訳版です。 
 

 

クレディ・スイス 

米国顧客による米国国外取引に関する全ての未解決事項に関し、米国の関連当

局との間で包括的かつ最終的な合意に達したことを発表－米国司法省、ニューヨ

ーク州金融監督局、米国連邦準備制度理事会、米国内国歳入庁及び米国証券

取引委員会（既に公表済）との合意が成立 

クレディ・スイスは、28億1500万米ドル（25億1000万スイスフラン）の支払を合意；  
今回の合意により、既に引当済みの金額を差引いた上で、15億9800万スイスフラン
の税引き後費用が2014年第2四半期に計上されることとなります。 
 

本件によって発生する費用が計上された場合、2014年第1四半期末におけるクレデ
ィ・スイスのルックスルーのバーゼル3 CET 1比率は9.3%となる見込みです。クレデ
ィ・スイスは、2014年末迄にこの比率を10%超まで引き上げることが可能と考えてい
ます。 

 

また、今回の合意には、クレディ・スイスのスイスにおける銀行法人であるクレディ・ス
イス AGによる有罪答弁が含まれています。 

 

今回の解決は、当社と各国の主要な規制当局との間での緊密な連携によって実現し
たものであり、クレディ・スイスは、業務上保有する許認可に対する影響、またはオペ
レーションもしくはビジネス運営に対する重大な影響はないものと考えています。 

 

クレディ・スイスは、本日、過去に米国人顧客に対して提供された国外向けプライベ
ート・バンキング業務に関する全ての未解決事項について、最終的かつ包括的な合
意が成立したことを発表しました。 
 
クレディ・スイスの最高経営責任者(CEO)であるブレイディ・ドゥーガンは、次のように述べて

います。「今回の合意の背景となった過去の非違行為については、きわめて遺憾に思ってい

ます。今回の米国顧客による米国国外取引に関する問題は、クレディ・スイスにとって規制上

および訴訟上の最も重大かつ長期にわたる懸案事項となってきましたが、この度、本件を全

面的に完全に解決したことは、当社が前進するための重要な一歩となります。過去数週間に

わたって、本件について多大な関心が寄せられていましたが、クレディ・スイスの事業に重大

な影響は見られませんでした。本件の終結に向けた私どもの継続的な努力に対し、ご支援を

いただきましたお客様と社員の皆さんに改めて感謝の念をお伝えしたいと思います。今後は

未来に目を向け、クレディ・スイスのビジネス戦略の実現に注力してまいります」。 

 

また、ドゥーガンは財務面での影響、資金ポジションおよび配当方針について、次のようにコ



  

 

 

メントしています。「今回の合意により、第2四半期の純利益が15億9800万スイスフラン減少

することになります。今回の合意によって発生する費用が2014年第1四半期末に計上された

場合、クレディ・スイスのルックスルーのバーゼル3 CET1比率は10%を割り込み、9.3%とな

るでしょう。クレディ・スイスでは、リスク付帯資産の比率を2013年度末のレベルかそれ以下

まで減少させ、さらに余剰不動産およびその他のノンコア資産の売却などの資本行為を実施

する予定です。このような対策の実施だけでも、ルックスルーのバーゼル3 CET 1比率を

2014年末までに10%まで戻すことが十分可能だと考えます。CET 1比率10%の達成後は、

長期目標である資本比率11％を達成するための資本増強を継続しつつ、年次配当において、

収益の約半分を株主の皆様に還元することを目指してまいります」。 

 

本日発表された総額 28億 1,500万米ドル（25億 1000万スイスフラン）の支払額の内訳は

以下の通りとなっています。 

 

- 米国司法省に対し 20億米ドル（2014年 2月に発表された米国証券取引委員会への 1億

9600万米ドルの支払いを含む）。なお、この金額の 3分の 1は、米国内国歳入庁に分配。 

- ニューヨーク州金融監督局に対し 7億 1500万米ドル。 

- 米連邦準備制度理事会に対し 1億米ドル。 

 

これまでの各四半期において、クレディ・スイスは本件に関連して総額 8億 9200万スイスフ

ランの訴訟引当金を計上しています。その結果、2014年第 2四半期における今回の最終合

意の影響は、税引き前で 16億 1800万スイスフラン、税引き後の影響は 15億 9800万スイ

スフランとなります。 

 

クレディ・スイス AGは、過去のスイスにおける国外向けプライベートバンキング業務におい

て、合衆国法律集第 18編第 371条に違反して米国顧客が虚偽の確定申告書を米国内国

歳入庁に対し提出するにあたりほう助をしたという共謀罪につき、有罪答弁を行いました。 
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